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事後評価シート

【評価年月】 平成１６年４月

【主管課・室】 廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課

【評価責任者】 産業廃棄物課長 森谷賢

施策名、施策の概要及び予算額

Ⅰ－６ー（４）産業廃棄物対策（排出抑制、再生利用、適正処理等）施 策 名

・循環型社会の構築に向けて、産業廃棄物の発生抑制、再生利用等による減
施策の概要

量その他その適正処理を推進する。

・産業廃棄物焼却炉からのダイオキシン類排出量を削減する。

・ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を実施する。

１７，５９２，３２７千円予 算 額

目標・指標、及び目標の達成状況

産業廃棄物の排出抑制、再生利用、適正処理等の推進を図る。目 標

○産業廃棄物の排出抑制、再生利用率の増加による減量その他適正処理等の
達成状況

推進を図っている。

、 、 、下位目標１ 産業廃棄物の排出量の増加を 平成９年度に対し 平成２２年度において

１２％に抑制する。

H11年度 H12年度 H13年度 H22年度
指 標 目標値

400百万ｔ 406百万ｔ 400百万ｔ 458百万ｔ

○平成１３年度の産業廃棄物の排出量は、平成９年度に比べ約４％減の４０達成状況

０百万ｔとなっている。

、 、 、下位目標２ 産業廃棄物のリサイクル率を 平成９年度に対し 平成２２年度において

４１％から４７％に増加させる。

H11年度 H12年度 H13年度 H22年度
指 標 目標値

42.8％ 45.4％ 45.8％ 47％

○平成１３年度の産業廃棄物のリサイクル率は、平成９年度に比べ約５％増達成状況

加している。

産業廃棄物の最終処分量を、平成９年度に対し、平成２２年度において、下位目標３

おおむね半分に削減する。

H11年度 H12年度 H13年度 H22年度
指 標 目標値

50百万ｔ 45百万ｔ 42百万ｔ 30百万ｔ
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○平成１３年度の産業廃棄物の最終処分量は、平成９年度に比べ３７％減と
達成状況

なっている。

産業廃棄物焼却炉からのダイオキシン類の排出量を、平成１４年度末にお下位目標４

いて２００ｇ－ＴＥＱ／年以下とする。

H12年 H13年 H14年 H14年度末
指 標 目標値

555g-TEQ/年 533g-TEQ/年 265g-TEQ/年 200g-TEQ/年

○焼却施設から排出される平成１４年末のダイオキシン類の排出量は２６５
達成状況

g－ＴＥＱ/年となっている。

平成２８年７月までにポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の処理を完了下位目標５

する。

H14年度 H28年度
指 標

－ －
目標値

27万台 0台－ －

○平成１３年６月にポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する
達成状況

特別措置法を制定し、今後１５年間でＰＣＢ廃棄物の処理を完了するための

体制を整えるべく、５事業の事業実施計画の認可を行った。

評価、及び今後の課題

【必要性 （公益性、官民の役割分担等）】

○廃棄物の発生抑制、再生利用等による減量その他の適正処理を進めること

は、我が国の生活環境を保全し、国民の健康を保護するとともに産業活動を

持続する上で必要である。

○これらの取組は資源の投入量を減らし、循環されるものの量を増やし、最

終処分量を減らすことにつながり、循環型社会の構築させる基盤となる。

○難分解性であり、人の健康及び生活環境に被害が生じる恐れのあるＰＣＢ評 価

廃棄物は、国内において長期間処分されず保管され続けている状況が続いて

いることから、国としてＰＣＢ廃棄物処理のための体制を構築し、その確実

かつ適正な処理を推進することが必要である。

【有効性 （達成された効果等）】

○産業廃棄物については、平成９年度に対し、平成１３年度において、排出

量は約４％減の４００万ｔ（４５８万ｔ 、リサイクル率は約５％増の４５.）

８%（４７％ 、最終処分量は３７％減の４２百万ｔ（３０百万ｔ）となっ）

ており、排出抑制、再生利用の促進、最終処分量の削減とも、目標達成に向

けて着実な進展が見られる（カッコ内は平成２２年度における目標値 。）

○ダイオキシン類の排出量は、年々削減されており、目標が達成される見込

みである。

○ＰＣＢ廃棄物の処理については、北九州、東京、豊田、大阪、室蘭におけ
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る処理施設の立地及び全国的な処理体制が具体化し、平成２８年７月までに

処理を完了するという目的達成に向けて着実に進展している。

【効率性 （効果とコストとの関係に関する分析等）】

○産業廃棄物課の予算の約９５％は産業廃棄物モデル的整備事業とＰＣＢ廃

棄物を処理するため必要となる補助金であるが、いずれも独自に費用に対す

る効果を算出しており、効率性の高い事業を行っている。

○その他の予算については、産業廃棄物の適正処理、発生抑制及び再生利用

等を推進するために、必要最小限の予算要求を行っており、高い効率性を有

する。

目標に対する総合的な評価><

○産業廃棄物の発生抑制及び再生利用等による減量その他その適正処理は、

着実に進んでいる。

○不適正処理事案に対する国の役割の強化

○不法投棄の撲滅と優良業者の育成

○国と地方の人材育成今後の課題

○公共関与による安全で安心できる産業廃棄物処理施設整備を推進。

○全国的なＰＣＢ廃棄物の処理体制の構築のための拠点的処理施設の整備を

推進。

○新たなＰＣＢ汚染物について、ＰＣＢが使用されていた製品等の特定、汚

染原因の解明等を行い、これらＰＣＢ汚染物の適正な処理体制を検討。

政策への反映の方向性

理由の説明反映方向分類

１ ○一定の成果は出ているが、従来の施策を強化・継続するとともに、新

たに数次の廃棄物処理法改正に対処するため、産業廃棄物行政に携わる

都道府県・保健所設置市職員の人材育成が必要。
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【別紙】

事務事業シート

Ⅰ－６－（４）産業廃棄物対策（排出抑制、再生利用、適正処施 策 名

理等）

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律施策共通の

・ＰＣＢ特別措置法主な政策手段等

事務事業名 事業の概要 主な政策手段等

（関連下位目標番号）

排出事業者責任の徹 ・悪質な業者を淘汰し、市場原 ・産業廃棄物処理業優良化推進

（ ）底 理を通じて優良な産業廃棄物処 事業費 ４０百万円

（下位目標１） 理業者が市場の中で優位に立つ

（下位目標２） 構造転換の推進。

（下位目標３） ・優良な処理業者を育成するた

め、産業廃棄物処理業の将来ビ

ジョンや新しいビジネスモデル

の提示などを検討。

生活環境保全のため ・産業廃棄物の処理基準の設定 ・廃棄物最終処分場等に係る基

の処理基準の設定等 等による、生活環境保全上必要 準設定調査 (４８百万円)

となる適正処理の具体的な基準

の設定。

・産業廃棄物の減量その他その

適正な処理を確保する施策にお

いて産業廃棄物処理の技術水準

の向上及び効率的で安全な再生

利用等の処理への方向付け。

産業廃棄物行政の円 ・産業廃棄物行政を円滑に実施 ・産業廃棄物排出・処理状況調

滑な実施・違法行為 するとともに、事業者等の違法 査 （３０百万円）

への厳格な対応 行為に対しての厳格な対応。

全国的に納得の得ら ・公共関与による安全かつ信頼 ・産業廃棄物処理施設モデル的

（ ， ）れる適正な処理体制 できるモデル的な施設整備を行 整備事業 ４ １９０百万円

(処理の受け皿)の回 うことによる、適正な処理体制

復・確保 の確保。

（下位目標１）

（下位目標２）

（下位目標３）

（下位目標４）

国際協力・国際調和 ・産業廃棄物に含まれる有害な
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の推進 物質による地球規模での汚染の

防止、海洋汚染の防止といった

国際ルールへの対応。

・国内における産業廃棄物対策

のノウハウを海外に発信するこ

となど、国際協力・国際調和を

実施。

ポリ塩化ビフェニル ・平成１３年度に制定されたＰ ・ＰＣＢ廃棄物対策推進費補助

（ ， ）(ＰＣＢ)廃棄物の適 ＣＢ特別措置法に基づき、全国 金 ２ ０００百万円

正な処理の推進 的な処理体制の構築に向けた拠 ・ＰＣＢ処理施設整備事業

（ ， ）（下位目標５） 点的な施設の立地への取組。 １０ ５６９百万円


